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羽村市の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営管理 

① 歳入決算額（普通会計）の推移 

 平成 22（2010）年度から令和元（2019）年度の羽村市の普通会計における歳入

決算額は、基金からの繰入れが増えたことなどにより、平成 28年度までは増加傾向に

ありましたが、以降は、若干の減少傾向にあります。 

 各年度とも市税収入の額が大きな割合を占めており、次いで国・都支出金となってい

ます。 

図表 歳入決算額（普通会計）の推移  （単位：百万円） 

資料 決算カード（各年度）※端数処理の関係で合計と積み上げた値が一致しない場合があります。 

【資料５】 
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図表 市税決算額（普通会計）の推移  （単位：億円） 

資料 決算カード（各年度）※端数処理の関係で合計と積み上げた値が一致しない場合があります。 

② 市税決算額の推移 

 本市の歳入で大きな割合を占める市税決算額（普通会計）の内訳の推移をみると、市

民税個人分、固定資産税は年により増減はあるものの、概ね横ばいで推移しています。 

 市民税法人分は、平成 26（2014）年度に約 15億円に増加しましたが、その後は

減少しています。 
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H22年度

（2010）

H23年度

（2011）

H24年度

（2012）

H25年度

（2013）

H26年度

（2014）

H27年度

（2015）

H28年度

（2016）

H29年度

（2017）

H30年度

（2018）

R1年度

（2019）

10,030 10,282 10,192 10,256 10,673 11,004 11,195 11,467 11,541 11,716

人件費 3,603 3,632 3,472 3,456 3,373 3,408 3,406 3,361 3,451 3,402

扶助費 5,169 5,441 5,505 5,605 6,066 6,391 6,596 6,946 6,966 7,317

公債費 1,259 1,209 1,216 1,194 1,235 1,206 1,193 1,161 1,123 998

1,236 907 955 1,240 1,210 1,416 2,249 1,797 1,874 1,495

普通建設事業費 1,236 907 955 1,240 1,210 1,416 2,249 1,797 1,874 1,470

災害復旧事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25

3,023 2,946 2,923 3,054 3,097 3,143 3,257 3,328 3,396 3,335

111 94 106 151 235 178 179 179 168 161

3,167 2,986 2,867 2,923 2,911 2,956 2,931 2,993 2,995 3,049

116 495 615 948 780 905 1,027 605 642 443

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,532 2,565 2,327 2,275 2,406 2,449 2,434 2,505 2,282 2,287

20,216 20,275 19,985 20,847 21,313 22,051 23,272 22,873 22,898 22,486

投資･出資･貸付金

繰出金

合計

投資的経費

義務的経費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

③ 歳出決算額（普通会計）の推移 

 平成 22（2010）年度から令和元（2019）年度の羽村市の普通会計における歳出

決算額は、平成 24（2012）年度に 200億円を一旦割り込みましたが、その後増加

し、ほぼ横ばい傾向にあります。 

 歳出の内訳では、扶助費が増加傾向にあり、令和元（2019）年度は、70億円を超

えています。 

      図表 歳出決算額（普通会計）推移  （単位：百万円）  

資料 決算カード（H22～H30年度）、羽村市財務部財政課資料（R1年度） 

※端数処理の関係で合計と積み上げた値が一致しない場合があります。 

図表 性質別歳出決算額（普通会計）推移    （単位：百万円） 

資料 決算カード（H22～H30年度）、羽村市財務部財政課資料（R1年度）  

※端数処理の関係で合計と積み上げた値が一致しない場合があります。 
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H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（2010） （2011） （2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017） （2018） （2019）

財政力指数 1.055 0.995 0.948 0.946 0.956 0.985 1.009 1.017 0.999 0.986

実質収支比率 4.3 4.0 4.7 5.3 5.3 5.8 4.0 5.4 5.1 6.2

経常収支比率 97.5 95.1 95.7 94.9 92.3 96.7 103.5 105.8 100.7 102.6

公債費負担比率 8.8 8.5 8.6 8.2 8.4 8.0 7.8 7.8 7.7 6.9

④ 主要財政指標の推移 

 主要財政指標の推移をみると、財政力指数は、平成 23（2015）年度以降１を下回

り、平成 28（2016）年度、平成 29（2017）年度に１を上回ったものの、その後

再び 1を下回っています。 

 実質収支比率は、４～6％台で推移しています。 

 経常収支比率は、主に 90％台で推移していたが、平成 28（2016）年度から

100％を上回って推移しています。 

 公債費負担比率は、年により若干の増減はあるものの、減少して推移しています。 

図表 主要財政指標の推移               （単位：％） 

資料 決算カード（各年度） 

＜指標の説明＞ 

◆財政力指数 

  当該団体の財政力（体力）を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるも

のとされています。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヵ年

の平均値で示す指数です。 

◆実質収支比率 

  実質収支の額の適否を判断する指標であり、標準財政規模に対する実質収支額の割

合で示されます。実質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合は負の数で表されま

す。 

◆経常収支比率 

  財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいことを示

します。すなわち、人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に地方税・普通交付税等

を中心とする経常的一般財源がどの程度充当されているかを表す比率です。 

◆公債費負担比率 

  公債費負担比率は、財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力

性が大きいことを示します。公債費に充当された一般財源が一般財源総額に対し、ど

の程度の割合になっているかを表す比率です。 
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市名 財政力指数
実質収支比率

(％)

経常収支比率

(％)

公債費負担

比率(％)

義務的経費

比率(％)

投資的経費

比率(％)

八 王 子 市 0.950 3.5 88.1 10.5 55.8 10.4

立 川 市 1.175 9.2 91.1 7.9 53.9 7.8

武 蔵 野 市 1.522 6.6 84.2 3.8 41.3 10.9

三 鷹 市 1.172 4.7 89.4 8.6 50.2 9.5

青 梅 市 0.875 3.2 99.6 10.0 53.5 6.7

府 中 市 1.215 6.4 83.9 5.5 44.5 9.2

昭 島 市 0.979 8.9 90.9 8.8 52.7 10.4

調 布 市 1.222 7.4 95.8 6.0 43.5 12.8

町 田 市 0.979 3.0 91.3 6.9 51.2 10.1

小 金 井 市 1.048 8.2 96.4 8.8 44.5 14.3

小 平 市 0.976 5.6 92.7 8.6 52.5 7.0

日 野 市 0.973 4.7 97.7 7.4 46.4 13.5

東 村 山 市 0.815 6.3 93.1 12.3 54.1 8.9

国 分 寺 市 1.022 5.2 96.8 6.7 46.5 8.9

国 立 市 1.027 3.9 96.2 8.6 51.2 11.2

福 生 市 0.780 3.8 93.1 4.7 49.6 9.4

狛 江 市 0.886 6.7 91.3 10.4 49.6 10.4

東 大 和 市 0.861 8.7 94.4 7.7 55.4 3.2

清 瀬 市 0.688 5.5 93.1 10.1 57.6 8.0

東久留米市 0.841 8.1 94.5 9.3 52.0 8.4

武 蔵 村 山 0.834 5.6 94.6 6.9 56.7 7.3

多 摩 市 1.132 3.4 90.3 5.1 47.1 5.8

稲 城 市 0.957 4.6 89.1 9.1 49.1 19.0

羽 村 市 0.999 5.1 100.7 7.7 50.4 8.2

あきる野市 0.737 1.9 98.6 13.9 53.3 5.1

西 東 京 市 0.907 3.3 95.3 12.4 50.0 10.2

⑤ 多摩地域 26市の主要財政指標 

 平成 30（2018）年度の羽村市の主要財政指標を多摩地域 26市と比較すると、財

政力指数は、数値の高い方から 10番目、経常収支比率は、一番高い数値となっていま

す。 

 公債費負担比率は、数値の低い方から 10番目となっています。 

 義務的経費比率は、数値の低い方から 13番目となっており、投資的経費比率は、数

値の低い方から 9番目となっています。 

      図表 多摩地域 26市の主要財政指標    （単位：％）  

※財政力指数は、過去 3年間平均値 

資料 公益財団法人東京市町村自治調査会「市町村財政力分析指標」（令和 2年（2020）3月） 
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＜指標の説明＞ 

◆ 義務的経費比率 

 法令やその性質により、支出が義務付けられている人件費、扶助費、公債費の歳出総

額に占める割合をいい、数値が高いほど財政の硬直化を示しています。 

◆ 投資的経費比率 

 支出の効果が最終的に資本形成に向けられる普通建設事業費、災害復旧事業費、失業

対策事業費の歳出総額に占める割合をいい、数値が高いほど歳出の自由度が増している

といえます。 

⑥ 基金残高および市債残高の推移（一般会計） 

 基金残高および市債残高の推移をみると、財政調整基金は、平成 26（2014）年度

まで増加していましたが、平成 27（2015）年度以降、減少しています。 

 特定目的基金は、概ね横ばいで推移していましたが、平成 29（2017）年度、減少

しています。 

図表 基金残高および市債残高の推移    （単位：億円） 

 資料：羽村市公式サイト（財政課） 
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⑦ 職員数の推移 

 平成 23（2011）年度から令和２（2020）年度の職員数推移をみると、平成 27

（2015）年度以降、平成 30（2018）年度まで増加傾向にありましたが、令和元

（2019）年度からは、減少傾向にあります。 

         図表 職員数の推移         （単位：人） 

 資料 羽村市「統計はむら 平成 30年度版」 
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市名 一般行政職員数
一般行政職員

一人当たりの人口

八 王 子 市 1,964 286.4

立 川 市 733 250.8

武 蔵 野 市 666 219.8

三 鷹 市 621 301.4

青 梅 市 555 241.6

府 中 市 825 315.2

昭 島 市 459 246.7

調 布 市 876 268.5

町 田 市 1,646 260.4

小 金 井 市 405 299.9

小 平 市 623 310.7

日 野 市 667 278.0

東 村 山 市 517 291.7

国 分 寺 市 432 286.3

国 立 市 323 235.4

福 生 市 316 184.3

狛 江 市 289 285.4

東 大 和 市 383 223.4

清 瀬 市 299 250.0

東 久 留 米 市 377 310.1

武 蔵 村 山 市 313 231.8

多 摩 市 653 227.8

稲 城 市 347 261.1

羽 村 市 317 175.4

あ き る 野 市 345 234.4

西 東 京 市 655 309.6

多摩26市合計 15,606 267.3

⑧ 多摩地域 26市の職員数等 

 羽村市の平成 30（2018）年の一般行政職員 1人当たりの人口は、175.4人

で、多摩地域 26市の中では、一番少なくなっています。 

※表中の一般行政職員一人当たりの人口は、各市の住民基本台帳人口（平成 31

（2019）年 1月 1日現在）を 基準に作成しています。 

図表 多摩地域 26 市の職員数等  （単位：人）  

資料 東京都「東京都区市町村年報 2018（第 46号）」「平成 30（201８）年 4月 1日現在）」 


